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ぽうの理念型一 「平等」志向のアジァ主義 とすれば、他方の理念型は 「盟主」志向のアジァ主
義である。この 「盟主」志向のアジァ主義は第1次 大戦期に形成 されてくる。この 「盟主」志
向のアジア主義は、 「東洋盟主論」あるいは 「日本盟主論」といった主張がそれであるが、そ









「国際主義」の浸透は20年 代の対外政策 としての対英米協調路線に相応 しているが、この
「国際主義」の原理が貫徹される世界ではなく、近隣国家間の地域的結束によって日本の生存
をはかろうとする対外政策論を本稿では 「地域主義」と呼んでいる。しか し、 「地域主義」の
主張は反米英路線を必ずしも意味 しない。米英協調路線(す なわち 「国際主義」)を保ちつつ、
「地域主義」による生存と安全の途を模索するという政策論が、少なくとも1930年 代末ま






































じて、西洋は東洋をその 「普遍的システム」内に取 り得れようと企て、 「東洋を東洋として認
める地域主義」を排除 したのであるという。なぜならば、東洋が東洋として結合するよりも東
洋が民族的に分立することを利益と感 じたためである。しかも、国民党の中国は、西欧ナショ
ナリズムを 「平和と建設」そして 「統一 と進歩」のための原理として受容し、日本との提携を






の概念は適用されない。 「地域的協同体」(東 亜協同体論)と は、国際主義の名のもとに 「世
界の不均衡なる地域的構成を無視し、民族国家の相互関係を原子論的に解体」してしまった欧



















はなく、中国大陸の開発のためには 「広ク世界 ノ生産力 ト技術 トノ参加ヲ得ル必要」があり、
その点からも 「商品市場 トシテノ東亜ハ全ク日本モ平等ノ条件二於イテ全世界二開放シテ可ナ
リ」と説いていた。こうした通商局の開放経済体制論の背後には、 「現在ノ如 く、交通、通信
の発達ヲ見タ世界二於イテハ到底封鎖経済ハ成立 タナイ … 世界ハ既二素朴ナ封鎖経済二立




しか し、通商局の議論は1920年 代の 「国際主義」に回帰することを提唱しているわけで
はない。30年 代における恐慌克服のための措置 としてブロック経済体制の必然性は認めつつ













他方、1930年 代の 「地域主義」の主張には、政治的にも極端な 「日本盟主論」は比較的
少なかったといえる。蝋山の東亜協同体論はもちろん、有力な地域主義構想であった 「東亜連









明らかであるが、対外思想 としても開放的な 「地域主義」の構想を押 し流し、閉鎖的かつ独善
的な主張に急旋回させた大きな要因は、日独伊三国同盟 とドイツの地政学(Geopoltik)の受
容であった。ここでは ドイツ地政学のインパク トを取 り上げてみる α4)。
Geopoltikを「地政学」と翻訳 し、その意義を最初に論じたのは恐らく飯本信之であった。
























意義 を明確に打ち出 していたのである(20}。機関紙 『地政学』は、地政学に関する最も影響力
あるメデイァとして1944年 末まで発刊が続けられる。




























的運動の必然性 を前提 としつつ、南方占領地の拡大に応 じて日本の 「生活圏」概念をも拡張し
て行くことになる 伽)。
この地政学の影響を見てとれる「東亜協同体」論者に、早くから植民地問題に関心を寄せてい





















のテーマとなるのである。例えば、42年1月 に総力戦研究所が作成 した 「大東亜共栄圏建設
原案」は、圏内諸民族の独立の要望は尊重 しなければならないが 「東亜諸民族ノ独立ハ飽ク迄
『東亜新秩序中二存在スル独立国』 トシテ東亜建設 ノ理念二立脚スベキモノニシテ単ナル自由
主義民族 自決主義的理念二基 ク独立 トハ其観念ヲ異ニスルヲ要ス」と述べている伽)。そこで、
この 「原案」は 「圏内諸民族 ヲシテ各々其所 ヲ得セシメ」という概念を 「自由主義民族自決主
義」に対置している。
「万邦 ヲシテ各々其所ヲ得 シム」という概念は、日本人の労働秩序 ・身分秩序の観念に由来






政治 ・経済 ・文化の秩序を統制 し、圏外諸国 との交易も指導国の統制の下におかれるという姿
であった(30)。
こうした家父長的な階層秩序の構想 を批判 し、新たな秩序原理による 「地域主義」の構想が
重光葵外相時代(1943年4月1-1945年4,月)に見 られた。それは中華民国(南京政府)との不
平等条約(日 華基本条約)を 清算 し、自主独立 と平等互恵を基調とした新同盟条約を締結 し、
同種の同盟条約をタイ、満州国、さらに独立許与が予定されたビルマ、フィリピンとの間に結
49
び、これらの同盟条約網 を基礎に5力 国が平等互恵の立場で 「大東亜国際機構」を作り上げよ
うというものであった`31}。





省内(政 務局)で 検討されていた一案によれば、日本、中国(南京政府)、 満州国、タイ、ビ
ルマ、フィリピン(お よび仏印)に よって構成される恒常的な協議機関として 「大東亜会議」
を想定 し、同会議の付属機関として 「大東亜仲裁裁判所」や 「大東亜警察軍」、通貨と通商の
安定のための 「大東亜清算銀行」の設置などを掲げている。外交面では、各国は 「大東亜ノ利










宣言などではなく、大東亜連盟[大 東亜国際機構]を 結成 してはどうか」と提案するのである。
重光は、1943年11月 に予定された大東亜会議 を、協議機関としての 「大東璽国際機構」
























秩序の理念(戦 争 目的)た る大西洋憲章に 「相対」させるものである、と書いている{38〕。共
同宣言を大西洋憲章に 「相対」させるとは、戦争目的の再定義を意味 し、実際、重光あらゆる
公私の場を利用して大東亜宣言が 日本の実質的な戦争 目的であることを訴える。こうして重光

























圏内の 「計画経済?統 制経済」を前提とし、逆行している点を指摘 した。
松本次官は、通商局案のように、共栄圏内部に於て必要に応じて経済統制を行うということ




と主張 している。これに対し通商局案を起草 した法華津は、 「形の上に於ては自主 ・独立を尊
重するも実質的には之を制限するは政治体制も同様」・、圏内の統制経済は 「当然」であり、ま
た産業者の同意が得られないと反論 している。こうして、共栄圏内の経済体制を 「統制経済」





しか しながら、43年 の時点では、 「国際主義」の諸原則が貫かれる世界経済体制が理想で
あるか否かについては外務省にも異論が存在した。例えば、大東亜会議に関して外務省が用意
47
した調書案は、 「欧州近代の世界経済の理念は全く 『地域性』の観念を排 して、国民経済を端
的に世界経済に拡張 したからに外ならない」として 「地域性原理の排除」を批判する。そこで、
この調書案は経済的には自給 自足性 を有し得ない現代の国民経済を、直接に世界経済に連結せ
ず、 「開放的」な共栄圏(広 域経済圏)を 媒介 とすることを主張する。 「共存共栄圏の媒介を
容れず国家が直接に世界に連結する無秩序の開放性 は決 して萬邦の共存共栄を齋すものではな

























思想」が取締まりの対象 となるなかで 柳}、公然たる戦後構想の発表は困難 とな りつつあり、
大東亜共同宣言を利用する形でその構想を明らかにして行ったという解釈が正鵠を得ているの
かも知れない。
石橋 と清沢が 「戦後案」の研究に取 り組んだ一っの理由は、戦争勃発の原因は 「消極的」に
は 自存 自衛であるが、 「積極的意味」においては 「世界の被圧迫民族の解放」である以上、こ




























提案を踏 まえて、戦後国際秩序が 「地域主義」となるか 「国際中央主義」となるか、さらに 「
戦後国際機構を地域主義(リ ージョナリズム)の 上に置くか、それとも一般的国際主義(ジ ェ










わち、世界平和の保障機構案としてのダンバー トン ・オークス案が 「大西洋憲章を一層詳細な
実行案に化せるもの」であるの対 して、 「遺憾ながらわが方には、いまだこれに対抗すべきも












石橋 と同様に強国中心の戦後機構案であることを批判 しつつも、1945年2月 には、それを
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